
１．「水素基本戦略」の改定のポイント

２．山形県エネルギー戦略 後期エネルギー政策推進プログラムの概要

３．後期エネルギー政策推進プログラム第一期見直しに向けた現状の整理（要約版）

４．酒田港における脱炭素化推進に関する取組（令和５年5月）
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◆展開期間：エネルギー戦略の後期10年間（令和３年度～令和12年度）とし、３年ごとに見直し

◆基本構想期間：平成24（2012）年３月から令和13（2031）年３月までの20年間

➣再生可能エネルギーの供給基地化
➣分散型エネルギー資源の開発と普及
➣グリーンイノベーション（再生可能エネルギー
の導入拡大等を通じた産業振興）の実現

・「電源」と「熱源」の開発目標
⇒「電源」と「熱源」の総和として、2030

年度において電力換算で約100万kWの
新たなエネルギー資源の開発を目指す。

政策展開の視点と施策の展開

【目指すべき本県の姿】

・ゼロカーボンやまがた2050宣言
・政府による2050年カーボンニュート
ラル宣言、グリーン成長戦略

・非効率な石炭火力発電の休廃止に向
けた動き

・電力システム改革、各種電力市場の
創設

・政府による系統制約解消に向けた運
用改善の動き

・固定価格買取制度の見直し（市場価
格に連動したプレミアムを付与する
ＦＩＰ制度の新設等）

・再エネ開発に係る地元合意の重要性
の高まり

・昨今の台風被害等による大規模停電
の発生

・少子高齢化を伴う人口減少の進展
・ＳＤＧｓの拡がり
・新型コロナウイルスの地域経済への
影響（雇用、エネルギー消費、グ
リーンリカバリー）

な ど

【エネルギー資源の開発目標】

・遊佐町沖への洋上風力発電の導入及び、遊佐町沖
での取組みを先行事例とした酒田市沖への洋上風
力発電の導入

・系統制約の解消に向けた提案・要望活動を継続
・ＦＩＴ制度の見直し等について、今後の事業展開
の検討に資するため、発電・小売事業者等向けの
勉強会を開催

・「㈱やまがた新電力」のノウハウを活用した、各
地域における地域新電力会社の創出

・地域の小規模な電力を束ね、蓄電池等の分散型電
源と組み合わせて需給管理を行う事業者（アグリ
ゲーター）の育成支援

・再エネ熱の利活用を検討する事業者に対する事業
化支援

・再エネを活用した地域課題解決に向けたモデル事業
の展開
＜事業例＞
コミュニティセンター等へ太陽光パネル・蓄電池

を設置し、発電された電気により電気自動車を運行
し、集落内の高齢者の移動手段とする。

・再エネ開発のコンサルティングや設備等をメンテ
ナンスする事業者や人材の育成

・災害対応力向上のため一般住宅への蓄電池導入を
支援

・電動車（ＥＶやＰＨＶ）に蓄えた電気を家庭で利
用する仕組み（Ｖ２Ｈ）の導入支援

・蓄電池を併設した再エネ設備の活用の検討

・山形県環境計画に示すゼロカーボン実現の道筋を
見据えた再エネの導入拡大

・県内で発電されたＣＯ２フリー電気を供給するこ
とによりＣＯ２フリー電気の環境価値を県内企業
が取得できる仕組みを構築

・再エネ由来の水素等、新たなエネルギー資源の開
発・導入の可能性等を調査

・自然環境や景観、地域の歴史・文化等との調和を図
り、住民合意の下で再エネ導入を進めるための条例
を制定（計画段階での地元への説明の義務付け、知
事が事業認定する仕組みの創設等）

・併せて、再エネ導入の必要性についての啓発・理
解促進

・令和４年度末までの開発量：69.3万kW（進捗率68.2％）
⇒全体的には概ね順調に推移しており、太陽光、中小水
力及びバイオマス発電は堅調な一方、風力発電及び熱
源開発は低調に推移

後期プログラムにおいて考慮しなけれ
ばならない情勢変化

「
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
や
ま
が
た
２
０
５
０
」
の
実
現
へ
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後期エネルギー政策推進プログラム第一期見直しに向けた現状の整理 （要約版）

◆後期エネルギー政策推進プログラム展開期間：令和３年度～令和12年度（３年ごとに見直し）

【後期プログラム策定時（令和３年３月）

からの主な情勢の変化】

＜各種計画・戦略等＞
・第６次エネルギー基本計画の策定、
エネルギーミックス見直し

・ＧＸ基本方針の策定
・水素基本戦略の改定
・地球温暖化対策計画の改定等

＜社会経済情勢＞
・資源エネルギー価格の高騰や電気
料金値上げ

＜系統制約対策等＞
・再エネ出力制御の増加
・マスタープラン策定

＜再エネ開発と地域との関わり＞
・温対法の促進区域の設定
・脱炭素先行地域の選定

＜県内の動向＞
・洋上風力発電の導入に向けた取組
みの進展

・新たな地域新電力設立の動き
・再エネと地域との共生に向けた
条例の施行

・水素等の新たなエネルギーに関す
る取組みの強化

など

【後期プログラムに係る主な施策の実施状況・課題認識等】

視 点 分 野 取組状況 課題認識

【視点１】
大規模事業の県内
展開促進

･洋上風力
発電

･遊佐町沖については、促進区域指定に向
けた手続きに入ることの合意がなされた。
･酒田市沖については、有望な区域への選
定に向けたプロセスに進むことの了解がな
された。(令和５年５月に有望な区域への
選定に向け国に情報提供を実施。)

･遊佐町沖については、促進区域指定後、国の公募により
事業者が選定される。法定協議会でとりまとめた遊佐地
域の将来像の実現に向けて、選定事業者と協議を行って
いく必要がある。
･酒田市沖については、漁業者や地域の理解醸成を図って
いくとともに、漁業協調策・振興策や地域振興策につい
て議論を進めていく必要がある。

【視点２】
再生可能エネルギー
の地産地消

･地域新電力 ･置賜地域に、令和３年８月に「おきたま
新電力株式会社」が設立
･最上地域における地域新電力会社の創出
の支援を実施し、令和５年３月に「もがみ
地産地消エネルギー合同会社」が設立。

･㈱やまがた新電力と各地域の地域新電力で連携を深め、
県全体で再生可能エネルギーを有効に活用する仕組みを
構築していく必要がある。
･庄内地域は、今後の洋上風力発電事業を見据え、地域新
電力の設立に向けた機運醸成を図っていく必要がある。

･熱利用の
拡大

･再エネ熱の利活用を検討する事業者に対
する事業化支援（事業可能性調査 Ｒ３:２
件、Ｒ４:２件）や、工業団地での熱エネ
ルギー共同導入に関する熱利用意向調査の
実施。（回答数：174件）

･Ｒ５は工業団地等地域熱供給等システ
ム事業化検討調査に対する補助を実施

･熱利用の促進には、事業採算性の確保が課題であり、公
共施設等大口需要の確保など、総合的なまちづくりの観
点から取り組んで行く必要がある。
･熱利用の拡大による工業団地の脱炭素化・低炭素化の取
組みを検討する必要がある。

【視点３】
地球温暖化対策とし
ての再生可能エネル
ギーの導入拡大・利
用促進

･環境価値の
取得

･｢やまがた新電力｣において、高圧契約需
要家に対してＣＯ２フリー電気の供給を実
施。

･2030年度に向けて、県内企業において環境価値への関心
が高まっていくことを見据え、ＣＯ２フリー電気の需要
拡大に対応した供給体制の構築が必要である。

･水素利活用 ･県内事業者を対象とした水素エネルギー
セミナーの開催(令和４年３月)や福島水素
エネルギー研究フィールドの視察(令和４
年10月)等を実施。

･Ｒ５は水素みらいミーティングの開催
の他、後期プログラムと連動させなが
ら水素社会実現に向けたビジョンを策
定予定

･カーボンニュートラル実現に向けた鍵となる水素の利活
用について、将来を見据えたビジョンが必要である。

【視点４】
地域資源活用による
経済循環及び地域課
題の解決

･地域脱炭
素化

･脱炭素先行地域の応募・採択に向け、東
北地方環境事務所とともに市町村との打合
せや制度周知等を実施。

･脱炭素先行地域の採択に向け、意欲のある市町村を支援
するとともに、他市町村への横展開に繋げていく必要が
ある。
・洋上風力発電事業を地域の新たな産業、雇用、観光資
源の創出など、地域経済活性化に繋げていく必要がある。

【視点５】
災害対応力（レジリ
エンス）の強化

･蓄電池の
導入

･「やまがた未来くるエネルギー補助金」
のメニューとして、太陽光発電設備を設置
している家庭向けに蓄電池導入に対する補
助を実施。（Ｒ３:60件、Ｒ４:59件）

･災害への備えや電気料金の高騰から、蓄電池の需要が高
まっている。蓄電池は初期投資が大きいため、さらなる
導入に向けて引き続き支援を行っていくことが必要であ
る。

【視点６】
自然環境や歴史・文
化等との調和を図っ
た再生可能エネル
ギーの導入促進

･再エネと
地域との
共生

･「山形県再生可能エネルギーと地域の自
然環境、歴史・文化的環境等との調和に関
する条例」を令和４年４月から施行。
･令和５年８月現在、12件について本条例
に基づく手続きが進行中。

･事業規模や事業予定地の自然環境に応じ、時間をかけ調
整を進めなければならない事案が生じてきており、事業
ごとに的確な対応を行っていく必要がある。
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区分
2013年度
(基準年) 2021年度 CO2

差引
(2021－2013)

CO2排出量 CO2排出量

ふ頭外 411,918 397,991 ▲13,927

ふ頭内 926 1,311 ＋385

船舶・車両 9,936 11,893 ＋1,957

合 計 422,780 411,194 ▲11,586

（トン-CO2）

※端数処理の都合上、各数字と合計が一致しない場合がある。
※2021年度は、新型コロナウイルスが影響している可能性があることについて留意する。
※火力発電所の発電分は、電気・熱配分後の排出量としている。

分類 区分
実施主体

(想定)
取組中

中期

(～2030年頃)

ふ頭外 ・ 省エネ化、高効率化、自家発電、再エネ由来電力使用の普及促進

・ 化石燃料削減の促進

・ 水素ステーションの設置（臨港地区近郊含む）

・ 事業車両等の水素燃料化、水素燃料電池による電源の導入

合成燃料等 ・ 事業車両等における合成燃料等の使用

アンモニア ・ 燃料アンモニアの利用

・ ブルーカーボンの推進・拡大

・ 環境配慮型建設資材等の検討・活用

・ 保管施設（更新・改良時）の省エネ化及び荷役機械等電動化の推進

・ 船舶への陸上電力供給設備の整備

・ 太陽光発電設備の整備

・ ふ頭内にて再エネ由来電力使用

合成燃料等 ・ 荷役機械や出入車両等における合成燃料等の使用

・ 荷役機械や出入車両等の水素燃料化

・ ふ頭内にて水素燃料電池による電源の導入

その他 ・ 港湾施設の利用効率化・高機能化

（安定的なバイオマス発電燃料の受入）

・ 風力発電設備の建設及び維持管理を行う物流基地の形成

・ 洋上風力余剰電力や既存の再エネ施設を活用した水素生成

・ 水素貯蔵施設

合成燃料等 ・ 水素を利用した合成燃料の製造

水素・

合成燃料等・

アンモニア

・ 運搬船を受け入れるための港湾施設

2013年度
(基準年)

2021年度 2030年度

臨海部

立地産業等

の脱炭素化

脱炭素化の取組

新たなエネ

ルギー資源を

「つかう」

水素

吸収源対策

取組の種類 取組の内容
短期

(～2025年頃)

⾧期

(～2050年頃)

カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
の
実
現

民間事業者・

国・県

国・県

実質排出量（排出量－吸収量）

削減イメージ
2050年度

民間事業者

民間事業者・

国・県

県・

港運事業者

港湾オペ

レーション

の脱炭素化

ふ頭内

及び

船舶・

車両

脱炭素化の取組

新たなエネ

ルギー資源を

「つかう」
水素

新たなエネ

ルギー資源

の受入環境

整備

脱炭素化に貢献する取組

新たなエネ

ルギー資源を

「つくる」・

「ためる」・

「 はこぶ」

水素

導入導入検討

導入

導入

導入
技術開発～

導入検討

整備
技術開発～

整備検討

42万ﾄﾝ 41万ﾄﾝ

凡例 ：

水素の
取扱い

再エネ施設
の立地

水素吸蔵
合金の製造

導入技術開発～導入検討

導入検討

技術開発～
導入検討

検討段階 実行段階
関連する取組
（技術活用）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度～

新たなエネルギー資源の
受入環境整備

※国土交通省資料を加工

臨海部立地産業等の
脱炭素化

港湾オペレーションの
脱炭素化

酒田港における脱炭素化推進に関する取組酒田港における脱炭素化推進に関する取組 令 和 ５ 年 ５ 月
酒田港脱炭素化推進協議会事務局

１．カーボンニュートラルポート

 カーボンニュートラルポート（以下、「CNP」とい
う。）とは、官民の連携による脱炭素化の促進や、脱炭素
化に資する港湾の効果的な利用の推進を図るものである。

２．港湾脱炭素化推進計画

 令和4年12月港湾法改正により、 CNPの形成を推進するため、港湾管理者は、官民の連携による港湾における脱炭素化
の取組を定めた「港湾脱炭素化推進計画」を作成することができると規定された。（港湾法第50条の２）

 酒田港では、CNPの形成を推進し、山形県の脱炭素社会の実現に貢献するため、港湾法第50条の３の規定に基づく
「酒田港脱炭素化推進協議会」を設置し、「酒田港港湾脱炭素化推進計画」の作成等に関する協議を行っている。

第3回協議会（R5.3.17）

対象範囲

温室効果ガス排出量

CNP形成イメージ

 協議会にて令和４年度の協議内容をとりまとめた。

３．中間とりまとめ

取組方針

 協議会を２回程度開催し、脱炭素化にかかる実施事業・実施主体・事業効果及び計画（案）について協議を行い、「酒田港港湾脱炭素化推進計画」を作成する。

４．令和５年度の予定

港湾脱炭素化推進計画への記載事項

1. 基本的な方針
2. 計画の目標 ・温室効果ガスの削減目標

・水素等の供給目標

3. 港湾脱炭素化促進事業・実施主体
・温室効果ガス削減、吸収作用保全等の事業
・脱炭素化に貢献する事業

4. 計画の達成状況の評価に関する事項
5. 計画期間
6. その他の事項（ロードマップ等）

（協議会構成員） 有識者、港湾関係民間事業者、港運事業者、東北地方整備局酒田港湾事務所、
環境エネルギー部、産業労働部、県土整備部、庄内総合支庁、酒田市、遊佐町 など

酒田港CNP
検討会

酒田港脱炭素化推進協議会※酒田港CNP協議会
● 第１回

(10/7)（開催：４回）
● 第２回

(12/23)
● 第３回

(3/17)
● 第１回

(予定)
● 第２回

(予定)

中
間

と
り
ま
と
め

・温室効果ガス排出量の推計

・脱炭素の取組状況

計画への記載事項のとりまとめ

計
画
策
定

計画に基づく
取組の実施

※ 令和4年12月港湾法改正により法定協議会となったことにより名称を変更。

「酒田港港湾脱炭素化推進計画」

・脱炭素の取組方針
（内容・期間等）

・実施事業と実施主体および
事業効果

・ロードマップ など

事業者へのアンケート調査 事業者へのヒアリング調査
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